
鉄道総研の基本計画「RESEARCH 2030」に掲げた活動の基

本方針である「日本の鉄道技術の国際的プレゼンスの向上」を目

指して、多角的な国際活動を展開しています。

共同研究

鉄道総研では、海外の大学や研究

機関、鉄道事業者などと共同研究

を実施し、研究開発の活性化、質

的な向上、効率化に取り組んでい

ます（図1, 図2）。

研究者の相互派遣など、日本の鉄

道技術の国際的プレゼンスを向上

させる人材を育成する面からも

取り組んでいます。

研究開発推進部 （国際）

鉄道総研の国際活動

図１ SNCFとの共同研究セミナー

図２ これまでに共同研究や技術協力・情報交換を実施した組織の例

※実線は共同研究、破線は技術協力・情報交換の相手方を示す
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表１ 第14回世界鉄道研究会議 WCRR 2025の概要

図４ 海外向けの情報発信（英文誌関係）

主催者 米国・MxV Rail社

会期 2025年11月17日～21日

開催地 米国・コロラドスプリングス

会場 The Broadmoor（ザ・ブロードムーア）

参考情報１ 国際重軸重鉄道協会の会議「IHHA 2025」と共催

参考情報２ 前回（WCRR 2022、英国・バーミンガム）は、31ヵ国から757名が参加

鉄道の研究に関する世界最

大の国際会議である、世界鉄

道研究会議（WCRR）の運営

を、他の６つの組織とともに

行っています（図３）。

本年11月には、米国・コロラ

ドスプリングスにおいて、

14回目となる会議を開催予

定です（表１）。

WCRRの運営

英文の年報（Annual Report）、論文誌「Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ Ｒｅｐｏｒｔ」（年４回）、

広報誌「Ascent」（年２回）などを、Web上に発行・掲載しています（図4） 。

海外向け情報発信

図３ WCRR 2022 プレナリーセッション
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当センターは鉄道分野において下記を中心に活動しています。

「国際規格の審議・提案」

「国際標準化の戦略的検討」

「国際規格に関する情報収集と発信」

ステークホルダーとの関係

鉄道国際規格センター

鉄道国際規格センター
国際規格開発への取り組み

国内外との連携・協調を通して鉄道分野の国際規格開発を促進しています。

 海外展開への協力
 国際規格解説書の作成
 標準化活動表彰

センター会員
134の企業・団体

鉄道事業者
製造事業者
関係協会等

連携・協調による
国際規格審議の促進

 日本からの提案
 規格開発の促進
 運営への貢献

鉄道関連団体が
進める標準化活動

への関与

日本

国内課題の解決
国際標準化活動に
携わる人材の育成

 経営者層向けセミナー
 国際規格セミナー
 グループワーク

 鉄道技術標準化調査検討会
 鉄道技術標準化ビジネスプラン
 国内技術・ノウハウの明文化

国際標準化団体 海外鉄道
関連団体

情報の収集と提供
/各種支援

鉄道国際規格センター
Railway International 
Standards Center

※鉄道総研はISO/IECにおける
鉄道関連委員会の国内審議団体

国際電気標準会議国際標準化機構

国際鉄道連合

国土交通省 日本鉄道車輛工業会経済産業省

欧州

欧州標準化
委員会

フランス鉄道
標準化事務所

ポルトガル鉄道
標準化・認証協会

ドイツ規格協会

東アジア

韓国鉄道
技術研究院

中国中車

中国鉄道
科学研究院

東南アジア

フィリピン国鉄

シンガポール
陸上交通庁

香港MTR

フィリピン鉄道
訓練センター

日本産業
標準調査会

日本
規格協会

ベトナム鉄道局

スウェーデン
工業規格協会

欧州電気標準化
委員会

情
報
交
換
・
連
携
強
化

*2025年7月現在
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鉄道総研はIEC/TC 9の国内審議団体です。
審議中の各規格に対して国内作業部会で日本の主張をまとめています。

発行済国際規格の例 審議中国際規格の例

• 交流電力補償装置（IEC 62590-3-1） • サイバーセキュリティ（PT 63452）

• 中立セクション（PT 63488）

• 車両と列車検知システムの両立性（IEC 62427）

• 駆動装置用リチウムイオン電池(IEC 62928)

• 車両補助回路用リチウムイオン電池（IEC 62973-5）

• 燃料電池（JWG 51）

充電器のマネジメントシ

ステム、輸送時等の取り

扱い、試験方法などを

規定

列車検知装置が電磁界に影響

されずに正常動作することを

確認する手順を規定

鉄道設備などが

攻撃されるのを防ぐための

ライフサイクルプロセス等の

要求事項を規定

国内での参考活用も検討

位相が異なる電源の突合せ箇所で使用するシステム

日本の切替セクションを記載する章は日本が主導

高速鉄道などで、

列車の位置や運転

条件による三相交

流側の電力の偏り

を抑制する装置

*国旗は国際主査の担当国

IEC/TC 9：鉄道用電気設備とシステム

*2025年7月現在

• 水素貯蔵（PT 63341-2）

燃料電池の仕様、性能試験方法

水素の貯蔵、燃料電池への供給についての要求事項

*変電所全景（鉄道建設・運輸施設整備支援機構提供）

帰線電流による電磁界

車載機器による電磁界
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• プラスチックまくらぎ

（ISO 12856）

• プラットフォームバリアシステム

（ホームドア）

(TC 269/WG 8)

• 車両用空調システム(HVAC)（ISO 19659-1～3）

• 輸送計画 運転時隔(SC3/WG 3)

• 運転シミュレータ（ISO 23019）

• レール溶接 ガス圧接（SC 1/WG 3）

• 車両火災防護（TC 269/WG 6）

鉄道総研はISO/TC 269の国内審議団体です。
審議中の各規格に対して国内作業部会で日本の主張をまとめています。

発行済国際規格の例 審議中国際規格の例

軽量で弾性と電気絶縁性が高く

鋼橋や分岐・交差部などに有効

JIS E 1203を元に国際規格化 一般要求事項に続き

日本独自のガス圧接

を開発中

バー、ロープが上下するドアの

規格化を日本から提案中

車両火災時に乗客とスタッフを

保護するための要求事項を

開発中

*統合元のEN 45545

会員向け解説書あり

定時性が高い鉄道運行

を実現する日本の輸送

計画作成技術を海外へ

パッケージ展開するた

め開発中

シミュレータに必要な運転室や

制御機器、訓練用イベントの要件

と訓練時の監視・評価方法を規定

*会員向け解説書あり

地震発生時の鉄道運行

計画の概念と基本要求

事項を規格化

続いて、風雨などの自然

災害時のケースを開発中

• 地震発生時の鉄道運行計画 （ISO 22888）

ISO/TC 269 鉄道分野

*国旗は国際主査の担当国
*2025年7月現在

用語と定義、熱的快適性に

関連する設計条件、試験方法、

エネルギー効率の評価、

検証方法等を規定
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現地調査等

Eメール等によるアドバイス

全国の鉄軌道事業者、鉄道関連企業などの皆様（鉄道技術推進セ

ンター会員）と協働し、「技術力の維持・向上」「技術の体系化と課

題解決」「技術情報サービス」に関する活動を展開しています。

鉄道技術推進センター

鉄道技術推進センターの活動

技術力の維持・向上

技術支援：会員の皆様が抱える鉄道技術に関する課題（疑問、悩み）等を解決するた

めの技術支援活動を行っています。202４年度は、２０７件（現地調査2４件含む）の

相談に対応致しました。重点施策である地域鉄道への技術支援は４２社６８件でした。

鉄道技術推進センター講演会：202４年度は、オンデマンド配信（YouTube）によ

り、「鋼構造物塗装設計施工指針の改訂に関する講演会」を実施しました。

鉄道設計技士試験：鉄道技術者の鉄道設計業務を総合的に管理できる能力を証明

する資格試験を、毎年１回、鉄道土木・鉄道電気・鉄道車両の３分野について実施し

ています。

技術支援の分野別件数（202４年度）

技術支援の実績

技術支援実施件数の推移

鉄道総研研究者による現地調査（全鉄軌道事業者対象） レールアドバイザーによる
訪問アドバイス（講演・講習）

（中小鉄軌道事業者対象）

常時微動計測の導入に向けた検討 低強度安定処理工法の技術指導 レール継ぎ目部の騒音対策

軌道

61

構造物

55

電力

27

信号・通信

18

車両

29

運転

4

人間科学

5

その他

8

207件
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リニューアルした会員用ウェブサイト

「鋼構造物塗装設計施工指針の改訂に関する講演会」（２０２４年度）

オンデマンドの推進センター講演会 技術基準事業関係の成果物（例）

技術情報サービスの例

トンネル補修・補強事例集（会員用ウェブサイトで公開予定）

鉄道技術推進センター報

会員用ウェブサイト：利便性向上を目的とし、サイトデザインの改修や検索機能の充

実化を実施しました（202５年５月２６日公開）。

鉄道安全データベース：本データベースに収められている約１４万件の事例について、

キーワードに基づく検索や、全事例をエクセル形式で出力できる機能を有しています。

会員の皆様による各種対策検討にご活用いただいています。

鉄道技術推進センター報：２か月に１度、会員向けに各活動紹介やレールアドバイ

ザーによる記事等を掲載し、発行しています。

技術情報サービス

技術の体系化と課題解決

技術基準の原案作成と設計ツールの整備：鉄道構造物等の設計･維持管理に関する

技術基準の原案（国からの委託）、実務者向けの設計ツール等を作成しています。

202４年度の成果物（報告書）の例：「トンネル補修・補強事例集」

技術課題に対応した調査研究：会員に共通する技術的課題を選定し、調査研究を実
施しています。

受託調査・研究：鉄軌道事業者会員からの要請により、車両の検査周期延伸に関す
る評価検討委員会の運営を行っています。２０２４年度は３件を実施しました。

鉄道安全データベース

２０２５年度は「トンネルの維持管理の手引き」に
関する鉄道技術推進センター講演会をYouTubeに
よるオンデマンド配信にて近日中に公開予定です。
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